
不動産ジャパン「住環境を調べる：住宅関連助成制度」

桜井市

■住宅購入支援

制度名 ホームページ上には掲載条件に該当する制度はありません。

■家賃助成

制度名 ホームページ上には掲載条件に該当する制度はありません。

■改修助成

制度名 既存木造住宅耐震診断事業
URL http://www.city.sakurai.nara.jp/reiki_kitei/pdf/y0830020.pdf

対象

■対象となる住宅
以下の条件をすべて満たしていることが必要です。
・自ら所有する木造住宅（一戸建て、併用住宅、共同住宅、長屋。併用住宅
の場合は、延床面積の2分の1以上を居住の用に供するものに限る）である
こと
・昭和56年5月31日以前に着工されていること
・延床面積250㎡以下で2階建て以下の在来軸組工法の木造住宅であること
※その他、一定の要件があります。

制度内容 市の全額負担による診断員の派遣

申し込み期間など
平成22年度の申し込み期間、助成予定数は担当部署にお問い合わせくださ
い。

備考
助成の対象などには一定の要件があります。手続き、必要書類、その他要件
の詳細などは担当部署にお問い合わせください。

担当部署と連絡先 産業建設部　営繕課　0744-42-9111（代）
制度名 既存木造住宅耐震改修事業
URL http://www.city.sakurai.nara.jp/reiki_kitei/pdf/y0830031.pdf

対象

■対象となる住宅
以下の条件をすべて満たしていることが必要です。
・自ら所有する木造住宅（一戸建て、併用住宅、共同住宅、長屋。併用住宅
の場合は、延床面積の2分の1以上を居住の用に供するものに限る）である
こと
・昭和56年5月31日以前に着工されていること
※その他、一定の要件があります。工事着手前に問い合わせしてください。

制度内容

耐震改修工事費が
　50万以上200万以下…20万円
　200万を超え300万以下…工事費に0.1を乗じて1,000円未満切り捨て
　300万を超える…３０万円を限度

申し込み期間など 平成22年度の申し込みは定員に達したため終了しました。

備考
助成の対象などには一定の要件があります。手続き、必要書類、その他要件
の詳細などは担当部署にお問い合わせください。

担当部署と連絡先 産業建設部　営繕課　0744-42-9111（代）
平成22年6月4日時点の情報です。
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